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本日お話しすること 

１．「再生可能エネルギー」が置かれた現状 

 

２．新FIT制度の施行に向けて 

 

３．バイオマス発電拡大への課題と取り組み 





































＜２０１６年８月末時点における再生可能エネルギー発電設備の導入状況＞ 

※  バイオマスは、認定時のバイオマス比率を乗じて得た推計値を集計。 
※  各内訳ごとに、四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

設備導入量（運転を開始したもの） 

バイオマスの種類 

及び 

買取価格 

固定価格買取制度導入
前 

固定価格買取制度導入
後 

平成24年６月末までの 

累積導入量 

平成24年7月～ 

平成28年8月末までの
導入量 

未利用材 
（2MW未満:40円/2MW以上:32円） 

２万ｋＷ ２４万ｋＷ（32件） 

一般材     （24円） １６万ｋＷ ２１万ｋＷ（16件） 

リサイクル材  （13円） ４４万ｋＷ １万ｋＷ（2件） 

廃棄物・木質以外（17円） １６８万ｋＷ １６万ｋＷ（54件） 

メタンガス   （39円） ２万ｋＷ ２万ｋＷ（78件） 

合計 約２３０万ｋＷ   ６４万ｋＷ（182件） 

認定容量 

平成24年7月～ 

平成28年8月末までの 

認定量 

４３万ｋＷ（72件） 

３２６万ｋＷ（117件） 

３万ｋＷ（4件） 

２５万ｋＷ（87件） 

６万ｋＷ（173件） 

４０３万ｋＷ（453件） 

 林地残材や廃材を用いる「木質バイオマス発電」、家畜の糞尿や下水泥を用いる「バイオガス発電」など、地域の
資源を活用したバイオマス発電は、地域社会と密接であり、エネルギー面に加え、地方創生の観点からも期待が大
きい。 

 ＦＩＴ制度開始後、平成２８年８月時点で、新たに運転を開始した設備は６４万ｋＷ（１８２件）。制度開始後、
認定された容量（４０３万ｋｗ）のうち、運転開始済量の割合は約１６%。 

 導入量、認定量ともに木質バイオマス（未利用･一般･リサイクル材）が多く、認定量では９割以上を占める。 

ミックスの 
導入見通し 

２４万ｋＷ 

２７４～４００万ｋＷ 

３７万ｋＷ 

１２４万ｋＷ 

１６万ｋＷ 

６０２～７２８万ｋＷ 

バイオマス発電の現状 

20 







 ＦＩＴ以外の取組で持続可能なエネルギー利用の取組を促進するため、 
  ➀熱利用設備への導入支援 
  ②経済的に自立したバイオマス利用を目指したモデル実証事業 等に取り組んでいるところ。 

燃料の安定供給体制構築（原料収集の低コスト化）
の検討事例（大分県日田市） 

低品位木質バイオマスを燃料とした熱供給事業
の検討事例（岡山県倉敷市） 

効率的な林地残材集材システム及びチップの安定供給体制
の検討を通じて、地域における燃料供給・熱利用システム
構築の事業可能性を検証。  

発電に不向きな建設廃材や低品位を燃料としたコンビナー
ト内の工場への熱供給事業の検討を通じて、地域内連携シ
ステム構築の事業可能性を検証。  

【バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業のＦＳ事業の事例】 

対応② 地域における持続可能なエネルギー利用の促進 
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（参考）バイオマス発電の調達価格及び調達期間（調達価格等算定委員会「意見」） 

【平成2９年度以降の調達価格及び調達期間】 

 バイオマス発電は、FIT申請前に地元との調整などに時間がかかるケースが多い、リードタイムの長い
電源であるためバイオマス発電については、予め３年間の調達価格を決定することとした（※１）。 

 
 新たに区分が変更され価格が下がる区分（20,000kW以上の一般木材）については、経過措置的に、

平成29年度の４月-９月の半年間は、現行価格を維持する（※２）。 

※１ 

※２ 
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